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川下企業の生産能力の選択と戦略効果
呉　重和

＜論文要旨＞
生産能力意思決定は企業内部の資源管理の問題として認識され，管理会計分野において長らく注目され

てきた．しかし，生産能力は企業の数量意思決定に関する情報を有することから，市場で観察される場合，
川上企業や競争相手といった企業外部の市場参加者の意思決定に利用されることが指摘されている．本稿
では，独占的川上企業が存在する市場環境のもと，数量競争に直面する川下企業の生産能力意思決定とそ
の開示戦略について検討する．本稿の結果はまず，最終製品が差別財となり，川下企業間の数量競争が弱
くなる場合，川下企業は生産能力情報を開示とし，均衡における数量選択より低い生産能力を選択するこ
とを示す．中間製品価格を低下させるために，川上企業に低い数量選択をコミットメントしようとするの
である．しかし，最終製品が同質財となり，数量競争が強くなる場合，生産能力情報を非開示とし，均衡
における数量選択と一致する生産能力を選択する．競争川下企業に開示時に比べて高い数量選択をコミッ
トメントしようとするのである．
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Strategic Effect of Capacity Choice in a Vertical Structure

Joonghwa Oh
Abstract

This study investigates the strategic disclosure of capacity choices made by downstream firms competing in quanti-
ties. In a competitive product market, the capacity choice, as a pre-production commitment, can convey the information
about firm’s production decision to market participants. I show that the downstream firm withholds its capacity infor-
mation and chooses a higher capacity level than under disclosure if the products become sufficiently homogenous. This
is because a non-disclosure would convey a more aggressive production level than under disclosure to its rival firm. As
the products become differentiated, however, the downstream firm chooses to disclose its capacity and a lower capacity
level than under non-disclosure. This leads to a decrease in an input price by revealing a low production level to an
upstream firm.
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1. はじめに

本稿では，川下企業の生産能力に関する意思決定について検討する．生産能力 (Capacity)に
関連する意思決定は，製造企業にとって重要な資源管理の問題として認識され，管理会計分
野において長らく注目されてきた．例えば，Cooper and Kaplan (1992)及び Kaplan and Anderson

(2004)は，過剰な生産能力選択に伴うアイドル・キャパシティを活動や時間尺度を用いて測定
する ABC (Activity-Based Costing) や TDABC (Time-Driven Activity-Based Costing) を提案した1．
また，Klammer (1996)は，アイドル・キャパシティを細かく分類するCAM-I (the Consortium for

Advanced Manufacturing-International) modelを提示している．企業内部の資源管理の効率性を高
めるために，不使用資源を識別し，正確に把握することに注目したのである．しかし，このタ
イプの情報はコストを削減するために生産能力を縮小するインセンティブを与えることが指摘
されている (e.g., Buchheit 2003)．生産能力は長期の企業活動に関連するものであり，市場需要
の変化に対し，瞬時に増減の意思決定を行うことが難しい．過剰な生産能力維持に関連するコ
ストを削減することは企業の収益性を改善することとなるが，余剰の生産能力を確保してい
ない企業は需要変化に対応できず利益獲得の機会を逃す可能性もある (e.g., Olhager et al. 2001;

Buchheit 2003)．
そこで，需要の変化に対応し価格や数量を選択する意思決定を同時に考慮し，最適な生産能

力水準を決定する状況について検討した先行研究も存在する．例えば Banker and Hughes (1994)

及び Göx (2001)は，需要の不確実性が存在する状況における企業の生産能力と価格設定に関
する意思決定について検討し，生産能力を超える数量選択時に発生する超過コストの大きさに
依存し，過剰又は過小の生産能力水準が選択されることを示した．また Van Mieghem and Dada

(1999)及び Göx (2002)は，生産能力選択後，価格を設定し生産・販売数量が決定される逐次的
意思決定の状況を想定し，最適な生産能力水準は需要の不確実性が解消するタイミングに依存
することを示した．さらに Banker et al. (2002)は，初期に決定する生産能力が多期間の価格設
定に影響を及ぼす状況を分析し，需要が増加（減少）することが予測される場合，需要変化に
対する将来の価格や数量選択を考慮し，過剰（過小）の生産能力が選択されることを示した2．
これらの先行研究では，需要の不確実性が存在する状況下で決定される生産能力水準が実際数
量選択と一致しない状況が存在することを指摘したうえで，その乖離に関連する様々な要因に
依存し最適な生産能力水準が変化することを示したのである．しかし，独占企業が価格や数量
に関する意思決定を行う状況を想定しているため，川上企業や競争相手といった企業の数量選
択に大きく影響することで，その乖離を生み出すと予想される企業外部の市場参加者の存在に
ついては検討していない3．本稿では，川下企業の開示により，市場で観察可能となる生産能
力に対して川上企業と競争川下企業がどのように反応するのかを明らかにする．また，市場参
加者の反応を考慮した最適な生産能力意思決定について検討する4．
生産能力に関する情報は，市場で観察される場合，競争相手の意思決定を変化させる戦略効

果を有するため，企業は戦略効果を考慮し生産能力水準を決定する．例えば，数量競争に直
面する企業の生産能力意思決定について分析した Bulow et al. (1985)及び Saloner (1985)は，均
衡における数量選択に比べて高い水準の生産能力を選択する企業の行動を明らかにした．ま
た三輪・椎葉 (2017)は，競争企業が新規参入する可能性がある状況における既存企業の生産
能力のプレアナウンスメント効果について分析し，既存企業は実際に選択する数量より大きい
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水準の生産能力を選択することを示した．Vives (1986)が示したように，生産能力に関する情
報は自社の価格設定や数量選択を企業外部の競争相手にコミットメントする手段となる．企業
は，情報を観察する競争相手の反応を考慮し，自社利得に有利な形でコミットメントが機能す
るように生産能力水準を決定するのである．しかし，コミットメントが戦略的に機能するた
めには，数量選択に関する企業の意思決定が市場参加者に観察される状況が必要となる (e.g.,

Hughes and Williams 2008)．例えば，企業のコスト削減投資と投資情報の開示戦略について分
析した Milliou (2009)は，高い投資水準を選択し，投資情報を開示することが最適な戦略であ
ることを示した．また Baik and Lee (2020)は，経営者により攻撃的な数量選択を行わせる報酬
契約を提示し，契約情報を開示することが均衡であることを示した．数量競争に直面する企業
は，高い水準の生産能力を選択し関連情報を開示しようとするのである．
しかし，川上企業の存在を考慮した先行研究では，異なる（川下）企業の行動が報告されて

いる．例えば Choi and Lee (2020)は，独占的川上企業が存在する市場環境において，川下企業
は均衡における数量選択に比べて低い生産能力を選択することを示した．また Kopel and Putz

(2021)及び Lee and Oh (2022)は，最終製品が差別財となる場合，川下企業は企業利得を最大に
する水準に比べて低い数量選択をコミットメントする報酬契約や投資水準を選択し，関連情報
を開示することを示した．Arya and Mittendorf (2011)が示したように，独占的川上企業は高い
（低い）数量選択を行うことが予想される川下企業には高い（低い）中間製品価格を提示する．
最終製品が十分に差別財となり，競争川下企業との数量競争より川上企業の中間製品価格設定
が企業利得に及ぼす影響が大きい場合，中間製品価格を低下させるために，川下企業は低い数
量選択をコミットメントしようとするのである．一方で，最終製品の需要に関する情報を有す
る川下企業の開示戦略について分析した Arya et al. (2019) は，最終製品が差別財となる場合，
川下企業が関連情報を非開示とする状況が存在することを示した．これは，高い数量選択に関
する情報を有する場合，中間製品価格を意識する川下企業は関連情報を隠そうとするからであ
る．本稿では，川下企業の生産能力意思決定と開示戦略が最終製品の差別化の度合に依存する
ことを示す．
川下企業の生産能力が市場で観察される場合，生産能力は競争川下企業の数量意思決定を変

化させることで企業利得にポジティブとなる戦略効果を有するが，独占的川上企業の中間製品
価格を変化させることで企業利得にネガティブとなる戦略効果をまた有することとなる．本稿
では，独占的川上企業が存在する市場環境において，ネガティブな効果がポジティブな効果よ
り大きいため，川下企業が開示を選択する場合，非開示時に比べて低い生産能力を選択するこ
とを示す．特に，最終製品が十分に差別財となる場合，川下企業は生産能力を開示することを
決定し，均衡における数量選択に比べて低い生産能力を選択する．川下企業の生産能力に対す
る競争川下企業の反応が弱い場合，低い生産能力を開示し，低い数量選択を川上企業にコミッ
トメントすることで，中間製品価格を低下させようとするのである．川下企業間の数量競争が
弱くなる状況において川下企業は，独占的川上企業に対抗するために，共に低い生産能力を開
示するという協力的な行動を選択する状況が存在することを意味する．しかし，最終製品が十
分に同質財となる場合，川下企業は生産能力を非開示とし，均衡における数量選択と一致する
生産能力を選択する．依然として川上企業の中間製品価格によるネガティブな戦略効果が大き
いため，開示を選択する場合，生産能力を観察する川上企業の反応を意識する川下企業は低い
生産能力を選択することとなる．しかし，最終製品が同質財となり，川下企業間の数量競争も
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重要となる場合，開示時より高い数量選択を行うことを競争川下企業にコミットメントしよう
とするため，生産能力を非開示とする結果となる．非開示という選択が企業の行動をコミット
メントする手段となることを意味するものであり，情報開示に比べて市場競争をより強化する
状況が存在することを示唆する．
本稿の構成は次のようである．まず第 2章では，本稿のモデルの設定について説明する．第

3章では，川下企業が選択する生産能力が市場で観察できる又は観察できないそれぞれの状況
における各企業の意思決定について検討する．第 4章では，第 3章で得られた結果を比較検討
し，川下企業の最適な開示戦略について評価する．最後の第 5章では，本稿の結果の要約と今
後の課題について述べる．

2. モデル

本章では，独占的川上企業と数量競争に直面する川下企業 2社が存在する市場環境を想定す
る．川下企業 i (i, j = 1,2, i �= j)は，pi = 1−qi −dq j であらわされる逆需要関数のもと，独占的
川上企業が提供する中間製品 1単位を用いて 1単位の最終製品を製造し販売する．ここで，1

は一定の需要の切片をあらわすパラメータであり，簡便化のために，標準化したものである．
qi と q j は川下企業 iと jがそれぞれ選択する数量であり，d ∈ (0,1)は製品差別化の度合をあら
わすパラメータである．d → 0であれば差別財となり，d → 1であれば同質財となることを意
味する．また Vives (1986)のモデルに従い，川下企業 iが負担するコストCi(w,xi)は次式のよう
に中間製品価格 wと生産能力 xi の関数であるとする．

Ci (w,xi) = wqi + γi [xi −qi]
2 (1)

wqiは中間製品の単位価格wと注文量 qiからなる中間製品関連コストである．また，γi [xi −qi]
2

は生産能力 xi と生産数量 qi の違いから発生する生産能力関連コストであり，事前に選択する
生産能力が実際の数量選択と一致しなければコストが発生する．簡便化のために，川下企業 2

社のコスト構造は同様であり，γi = γ j = 1であると仮定する5．また，独占的川上企業が提示す
る中間製品価格と川下企業の生産能力意思決定に注目するために，他の製造・販売関連コスト
は 0であると仮定する．従って，川下企業 iの利得関数を次式のようにあらわすことができる．

πi =
[
1−qi −dq j −w

]
qi − [xi −qi]

2 (2)

次に，独占的川上企業は川下企業 2社に対して共通の中間製品価格wを提示する6．簡便化
のために，川上企業の製造・販売関連コストは 0であると仮定する．従って，独占的川上企業
の利得関数は次式のようになる．

Π = w
[
qi +q j

]
(3)

本モデルでは，生産能力に対する情報開示に注目するために，川下企業の生産能力 xi と x j 以
外のすべての変数については製品市場の参加者に共有知識であると仮定する．
最後に，本モデルのタイムラインをまとめると次のようである．まず，Stage 0 において，

川下企業が自社利得を最大にする生産能力の開示戦略（開示又は非開示）を決定する．次に，
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Stage 1において，川下企業が自社利得を最大にする生産能力 (xi,x j)を選択し，Stage 2におい
て，独占的川上企業が自社利得を最大にする中間製品価格 wを設定する．最後に，Stage 3に
おいて，川下企業が自社利得を最大にする最終製品の数量 (qi,q j)を選択し，各企業の利得が実
現する．

3. 分析

第 3章では，川下企業が決定する開示選択を所与とし，生産能力が市場で観察できる状況又
はできない状況におけるそれぞれの各企業の意思決定について検討する．まず，Stage 3におい
て，川下企業は自社利得を最大にする数量を次式のように選択する．

qi =
1−w+2xi −dq̂ j

4
(4)

ここで，q̂ j は川下企業 jの数量選択に対する市場参加者（川下企業 i及び川上企業）の予想を
あらわす．生産能力以外のすべての変数が共有知識となるため，生産能力 x j が観察できる場
合，市場予想 q̂ j は川下企業 jの実際の数量選択と一致する (i.e., q̂ j = q j)．しかし，生産能力が
観察できない場合，市場参加者は川下企業 jの生産能力を予想したうえで数量選択を予想する
(i.e., q̂ j �= q j)．ここで本稿では，観察できない生産能力に対する市場予想が，川下企業が均衡
において選択すると予測される生産能力と一致すると仮定する7．

3.1 非開示のケース
まず，両川下企業の生産能力が観察できない非開示の状況を考える．ここで，生産能力 x j が

観察できないため，川下企業 jの数量に対する川下企業 iの予想 q̂ j は次式のようになる．

q̂ j =
1−w+2x̂ j −dq̂i

4
(5)

ここで，x̂ j は川下企業 jの生産能力に対する予想をあらわす．また，川下企業 iの数量に対し
て川下企業 jも (5)式のように予想することを考慮すると，Stage 3における川下企業の数量選
択が次式のように算出される．

qi (xi,w) =
2 [4−d] [1−w]+ [4−d] [4+d]xi −4dx̂ j +d2x̂i

2 [4−d] [4+d]
(6)

川下企業 iの数量選択は，自社生産能力 xi と中間製品価格 wに依存するが，川下企業 jの生産
能力については予想 x̂ j が用いられている．相互の生産能力が観察できない状況において，川
下企業は競争川下企業の生産能力に反応しないのである．なお，各川下企業の数量選択に対す
る市場参加者の予想をまとめると以下のようになる．

q̂ j (w) =
[4−d] [1−w]+2

[
4x̂ j −dx̂i

]

[4−d] [4+d]
(7)
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q̂i (w) =
[4−d] [1−w]+2

[
4x̂i −dx̂ j

]

[4−d] [4+d]
(8)

Stage 2において，川上企業は，(7)式と (8)式の数量予想を用いて，自社利得を最大にする中
間製品価格 wを次式のように設定する．

w =
1+ x̂i + x̂ j

2
(9)

川下企業の生産能力が観察できない川上企業は，生産能力に対する予想を用いて中間製品価格
を設定する．

(9)式を (6)式及び (7)式に代入することで，Stage 1における川下企業 iの最大化問題を次式
のようにあらわすことができる．

max
xi

πi = [1−qi(xi)−dq̂ j −w]qi(xi)− [xi −qi(xi)]
2

非開示の状況において，川下企業 iの生産能力に対して川下企業 jと川上企業は反応しない．
つまり，川下企業は自社数量及び生産能力関連コストに対する影響のみを考慮し，生産能力を
選択するのである．ここで川下企業が選択する生産能力は競争川下企業と川上企業に予測され
る．均衡における生産能力選択と市場の予想が一致する (i.e., x̂i = xi, x̂ j = x j)．Stage 1において
川下企業が選択する均衡生産能力を算出し，均衡における中間製品価格，数量及び各企業の期
待利得をあらわしたものが命題 1である．

命題 1：川下企業 2社が生産能力を開示しない場合，均衡における生産能力，中間製品価格，
数量及び各企業の期待利得は次のようになる．

xNN
i =

1
2[3+d]

wNN
i =

4+d
2[3+d]

qNN
i =

1
2[3+d]

π NN
i =

1
4[3+d]2

Π NN =
4+d

2[3+d]2

NN は生産能力に対する川下企業の開示選択をあらわすものであり，前者は川下企業 i，後者は
川下企業 jの開示選択となる．また，Nは生産能力を開示しない状況 (Non-disclosure)を意味す
る．命題 1から，川下企業の生産能力は均衡数量と一致することがわかる (i.e., xNN

i = qNN
i )．非

開示の状況において，生産能力関連コストを最小にする生産能力を選択することが川下企業の
利得を最大にすることとなる (i.e., πNN

i =
[
qNN

i

]2
)．また，均衡数量と一致する生産能力を選択

することは川上企業に予想される．均衡における数量選択を反映する形で中間製品価格を設定
することとなるため (i.e., wNN =

[
1+xNN

i +xNN
j

]
/2 =

[
1+qNN

i +qNN
j

]
/2)，川上企業の期待利得

は他のケースに比べて最も大きくなる．
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3.2 非対称のケース
次は，川下企業 iは生産能力を開示するが，川下企業 jは開示しない非対称の状況を考える．

ここで，開示企業 iは非開示企業 jの生産能力が観察できないため，非開示企業の数量につい
て (5)式のように予想する．しかし，生産能力 xi は非開示企業 jに観察されることが知られて
いるため，開示企業の数量に対する非開示企業 jの予想は (4)式のようになる (i.e., q̂i = qi)．こ
れらの予想を考慮し，Stage 3における開示企業 iの数量選択と非開示企業 jの数量選択に対す
る市場予想を算出すると次のようになる．

qi (xi,w) =
[4−d] [1−w]+2

[
4xi −dx̂ j

]

[4−d] [4+d]
(10)

q̂ j (xi,w) =
[4−d] [1−w]+2

[
4x̂ j −dxi

]

[4−d] [4+d]
(11)

一方で，非開示企業 jは開示企業 iの生産能力 xi を観察するが，自社生産能力 x j が開示企業 i

に観察されないことがわかる．Stage 3における非開示企業 jの数量選択は次式のようになる．

q j
(
x j,xi,w

)
=

2 [4−d] [1−w]+ [4−d] [4+d] x j −4dxi +d2x̂ j

2 [4−d] [4+d]
(12)

(10)式から，開示企業 iの数量選択は自社生産能力に依存するが，非開示企業 jの生産能力に
依存しない．非開示企業は生産能力を通じて開示企業の数量意思決定に影響を及ぼすことがで
きないのである．一方，(11)式及び (12)式から，非開示企業 jの数量選択は開示企業 iの生産
能力に依存する．また，開示企業 iは自社の生産能力に対する非開示企業 jの反応が予測でき
る8．開示企業は生産能力を通じて非開示企業の数量意思決定を変化させることができること
を意味する．

Stage 2において川上企業は，(10)式の開示企業の数量選択及び (11)式の非開示企業の数量
選択に対する予想を用いて，中間製品価格 wを次式のように設定する．

w(xi) =
1+xi + x̂ j

2
(13)

川上企業は，開示企業 iの実際の生産能力に加え，非開示企業 jの生産能力に対する予想に依
存して中間製品価格を設定する．開示企業は生産能力を通じて中間製品価格を変化させること
ができるのである．

(13)式を (10)式及び (11)式に代入することで，Stage 1における開示企業 iの最大化問題を次
式のようにあらわすことができる．

max
xi

= [1−qi(xi)−dq̂ j(xi)−w(xi)]qi(xi)− [xi −qi(xi)]
2

また，非開示企業 jの最大化問題は次のようになる．

max
x j

= [1−q j(x j,xi)−dq̂i −w]q j(x j,xi)− [x j −q j(x j,xi)]
2

非開示のケースと同様に，非開示企業 jは自社生産能力を用いて市場参加者の意思決定に影響
を及ぼすことができないため，自社数量と生産能力関連コストに対する影響のみを考慮し，生
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産能力を選択する．このような生産能力は市場参加者に予想され，均衡における生産能力と市
場の予想は一致する (i.e., x̂ j = x j)．一方で，開示企業 iは自社の生産能力に対して市場参加者
がどのように反応するのかがわかる．つまり，自社利得に有利な形で市場参加者の意思決定を
変化させることができるのである．Stage 1において，開示企業 iと非開示企業 jが選択する均
衡生産能力を算出し，均衡における中間製品価格，数量及び各企業の期待利得をあらわしたも
のが命題 2である．

命題 2：川下企業 iが生産能力を開示し，川下企業 jが開示しない場合，均衡における生産
能力，中間製品価格，数量及び各企業の期待利得は次のようになる．

xDN
i =

24−10d −d2

224−36d −53d2 +d3 +2d4 (= xND
j )

xDN
j =

40−18d −4d2 +d3

224−36d −53d2 +d3 +2d4 (= xND
i )

wDN =
144−32d −29d2 +d3 +d4

224−36d −53d2 +d3 +2d4 (= wND)

qDN
i =

[2−d][4−d][4+d]

224−36d −53d2 +d3 +2d4 (= qND
j )

qDN
j =

40−18d −4d2 +d3

224−36d −53d2 +d3 +2d4 (= qND
i )

πDN
i =

[2−d]2
[
368−24d −65d2 +2d4

]

[
224−36d −53d2 +d3 +2d4

]2

(
= πND

j

)

πDN
j =

[
40−18d −4d2 +d3

]2

[
224−36d −53d2 +d3 +2d4

]2

(
= πND

i

)

ΠDN =
2 [4+d]

[
36−17d −3d2 +d3

]2

[
224−36d −53d2 +d3 +2d4

]2

(
= ΠND

)

Dは生産能力を開示する状況 (Disclosure)を意味するものであり，DN(ND)は川下企業 iは開
示（非開示）を，川下企業 j は非開示（開示）を選択する状況となる．命題 2から，非開示
のケースと同様に，非開示企業は均衡数量と一致する生産能力を選択し (i.e., xDN

j = qDN
j )，生

産能力関連コストを最小にすることで期待利得 πDN
j =

[
qDN

j

]2
を得る．しかし，開示企業は

均衡数量に比べて低い生産能力を選択する (i.e., xDN
i < qDN

i )．(11)式及び (12)式からわかるよ
うに開示企業の低い生産能力は競争川下企業に観察され，非開示企業の数量を増加させるが
(i.e., qNN

j < qDN
j ), (13) 式からわかるように川上企業にも観察され，中間製品価格を低下させ

ることとなる (i.e., wDN < wNN)．ここで，非開示企業の高い数量選択に直面する開示企業は，
生産能力が低いため，追加コストを負担し，生産能力を超える数量を選択するが，非開示企
業の数量に比べて低くなる (i.e., qDN

i < qNN
i < qDN

j )．結果として，中間製品価格を低下させ，
πDN

i >
[
qDN

i

]2 − [
xDN

i −qDN
i

]2 の期待利得を得ることが開示企業の最適な生産能力選択となる
が，中間製品価格は川下企業の共通のコストとなるため，非開示企業に比べて小さい期待利得
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となる (i.e., πDN
i < πDN

j )．また，開示企業の均衡数量を反映できない形で中間製品価格を設定
する川上企業の期待利得は非開示のケースに比べて小さくなる (i.e., ΠDN < ΠNN )．

3.3 開示のケース
最後に，両川下企業の生産能力が観察できる開示の状況を考える．ここで，生産能力が

観察できるため，川下企業の数量に対する市場の予想は実際の数量選択と一致する (i.e.,

q̂i = qi, q̂ j = q j)．したがって，Stage 3における川下企業の数量選択は次式のようになる．

qi
(
xi,x j,w

)
=

[4−d] [1−w]+2
[
4xi −dx j

]

[4−d] [4+d]
(14)

川下企業 iの数量選択は，自社生産能力 xi及び中間製品価格 wに加え，競争川下企業の生産能
力 x j に依存する．つまり，開示の状況において，川下企業の生産能力は相互の数量を減少さ
せる効果を有するのである．

Stage 2において川上企業は，(14)式の数量選択を用いて，中間製品価格 wを次式のように設
定する．

w
(
xi,x j

)
=

1+xi +x j

2
(15)

開示の状況において，川上企業は川下企業の実際の生産能力に依存して中間製品価格を設定す
る．川下企業は生産能力を用いて中間製品価格を変化させることができるのである．

(15)式を (14)式に代入することで，Stage 1における川下企業 iの最大化問題を次式のように
あらわすことができる．

max
xi

πi = [1−qi(xi,x j)−dq j(xi,x j)−w(xi,x j)]qi(xi,x j)− [xi −qi(xi,x j)]
2

非対称のケースにおける開示企業と同様に，川下企業は自社の生産能力に対して市場参加者が
どのように反応するのかわかるため，生産能力を用いて市場参加者の意思決定を自社利得に有
利な形で変化させることができる．Stage 1において，川下企業 iと jが選択する生産能力を算
出し，均衡における中間製品価格，数量及び各企業の期待利得をあらわしたものが次の命題 3

である．

命題 3 : 川下企業 2社が生産能力を開示する場合，均衡における生産能力，中間製品価格，
数量及び各企業の期待利得は次のようになる．

xDD
i =

12+d

2[52+15d −4d2 −d3]

wDD =
[4−d][4+d]2

2[52+15d −4d2 −d3]

qDD
i =

[4−d][4+d]

2[52+15d −4d2 −d3]

π DD
i =

368−24d −65d2 +2d4

4[52+15d −4d2 −d3]2
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ΠDD =
[4−d]2[4+d]3

2[52+15d −4d2 −d3]2

DDは川下企業 iと jがともに生産能力を開示する状況となる．まず，川下企業は均衡数量に
比べて低い生産能力を選択する (i.e., xDD

i < qDD
i )．非対称のケースと同様に，低い生産能力は川

上企業に観察され，中間製品価格を低下させるが (i.e., wDD < wND)，競争川下企業の数量を増
加させることとなる (i.e., qND

j < qDD
j )．また，川下企業は追加コストを負担し，生産能力を超え

る数量を選択するが，非開示時に比べて低い数量選択となる (i.e., qDD
i < qND

i )．結果として，均
衡数量に比べて低い生産能力を選択する川下企業は，πDD

i >
[
qDD

i

]2 − [
xDD

i −qDD
i

]2 の期待利得
を得るが，均衡における数量選択を反映できない形で中間製品価格を設定する川上企業の期待
利得は他のケースに比べて最も小さくなる (i.e., ΠDD < ΠDN < ΠNN)．

4. 結果

次に，第 3章で得られた結果を比較検討し，生産能力に対する川下企業の開示戦略について
評価する．まず，川下企業の生産能力意思決定について確認する．生産能力は川下企業の数量
選択に関する情報を反映するものであり，市場で観察される場合，市場参加者の意思決定を変
化させる戦略効果を有する．非対称および開示のケースにおいて，生産能力を開示する川下企
業 iは，市場で観察される自社の生産能力に対し，川上企業と川下企業 jがどのように反応す
るのかを考慮し，自社利得を最大にする生産能力を以下のように決定するのである．

dπi

dxi
=

∂πi

∂xi︸︷︷︸
direct effect

+
∂πi

∂qi︸︷︷︸
0

· ∂qi (xi,w)
∂xi︸ ︷︷ ︸
+

+
∂πi

∂q j
︸︷︷︸
−

· ∂q j (xi,w)

∂xi︸ ︷︷ ︸
−

︸ ︷︷ ︸
horizontal strategic effect

+
∂πi

∂w︸︷︷︸
−

· ∂w(xi)

∂xi︸ ︷︷ ︸
+

︸ ︷︷ ︸
vertical strategic effect

+
∂πi

∂qi︸︷︷︸
0

· ∂qi (xi,w)
∂w︸ ︷︷ ︸
−

· ∂w(xi)

∂xi︸ ︷︷ ︸
+

+
∂πi

∂q j
︸︷︷︸
−

· ∂q j (xi,w)

∂w
·

︸ ︷︷ ︸
−

∂w(xi)

∂xi︸ ︷︷ ︸
+

︸ ︷︷ ︸
mixed strategic effect

= 0

右辺の第 2項目と 5項目は，Stage 3において川下企業が自社利得を最大にする数量を選択する
ため，包絡線定理により 0となる．第 1項目は，生産能力が自社利得に及ぼす直接効果 (direct

effect)をあらわす．(2)式からわかるように，他の効果がなければ，川下企業は均衡数量と一
致する生産能力を選択し (i.e., xi = qi)，生産能力関連コストを最小にしようとする．直接効果
は生産能力の開示有無にかかわらず川下企業が考慮しなければならないものである．ここで，
川下企業が開示を選択する場合，市場で観察される生産能力は川上企業と競争川下企業の意思
決定を変化させることで自社利得に影響を及ぼす 3つの追加効果を有する．まず第 3項目は，
競争川下企業の数量を減少させることで利得にポジティブとなる水平効果 (horizontal strategic

effect)である．(11)式及び (14)式からわかるように，水平効果は製品差別化の度合 d とともに
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増加する9．すなわち，最終製品が同質財になればなるほど生産能力に対する競争川下企業の
反応も強くなることが予想されるため，開示企業が生産能力を上げようとする効果となる．次
に第 4項目は，川上企業の中間製品価格を上昇させることで利得にネガティブとなる垂直効果
(vertical strategic effect)である．(13)式及び (15)式からわかるように，川上企業は製品差別化の
度合を考慮せず観察される生産能力に依存し中間製品価格を設定するため，開示企業が生産能
力を下げようとする効果である．最後に第 6項目は，両川下企業に共通の中間製品価格が提示
されるため，開示企業の生産能力による中間製品価格の上昇が競争川下企業の数量を減少させ
ることで利得にポジティブとなる混合効果 (mixed strategic effect)である．製品差別化の度合 d

とともに増加するため，最終製品が同質財になればなるほど開示企業が生産能力を上げようと
する効果となる．結果として，開示企業は直接効果に加え，これら 3つの戦略効果を総合的に
考慮し，戦略効果の合計がポジティブであれば直接効果のみを考慮する非開示時より高い生産
能力を，その合計がネガティブであれば非開示時より低い生産能力を選択する．
次は，開示企業が考慮する生産能力の直接効果と 3つの戦略効果をまとめたものである．

xi = qi︸︷︷︸
direct effect

− 4−d −d2

[4−d] [4+d]
qi

︸ ︷︷ ︸
sum of strategic effects

.

戦略効果の合計は，dとともに増加するが，最終製品が代替財であると仮定した 0 < d < 1の範
囲においてネガティブとなる．これは川下企業の利得にポジティブとなる水平効果と混合効果
の合計に比べて，利得にネガティブとなる垂直効果が大きいからである．そのため，開示企業
は直接効果に比べて低い生産能力を選択する．つまり，生産能力を開示しない場合，直接効果
のみを考慮する川下企業は均衡数量に一致する生産能力を選択するが，開示する場合，均衡数
量に比べて低い生産能力を選択するのである．
次の補題 1は，川下企業が決定する各開示選択のもと，生産能力，中間製品価格及び数量を

比較したものである．

補題 1：d ∈ (0,1) の状況において，xDN
i < xDD

i < xNN
i < xND

i , wDD < wDN = wND < wNN ,

qDN
i < qDD

i < qNN
i < qND

i となる．

上述したように，競争川下企業の開示選択にかかわらず，開示企業は非開示時に比べて低
い生産能力を選択する (i.e., xDN

i < xNN
i , xDD

i < xND
i )．低い生産能力は市場で観察され，川上企

業と競争川下企業の意思決定を変化させる．中間製品価格を低下させるが (i.e., wDD < wND,

wDN < wNN)，競争川下企業の数量を増加させることとなる (i.e., qND
j < qDD

j , qNN
j < qDN

j )．また，
低い生産能力を選択する開示企業の数量は低くなる (i.e., qDN

i < qNN
i , qDD

i < qND
i )．これらの各

企業の意思決定のもとで得られる期待利得が非開示時の期待利得に比べて大きければ，川下企
業は生産能力を開示しようとするのである．
次の補題 2は，各開示選択のもと，川下企業の期待利得を比較してものである．

補題 2：川下企業の期待利得の大小関係は d に依存する．
(i). 0 < d < dlの場合，πNN

i < πDN
i < πND

i < πDD
i となる．
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(ii). dl < d < dhの場合，πDN
i < πNN

i < πND
i < πDD

i となる．
(iii). dh < d < 1の場合，πDN

i < πNN
i < πDD

i < πND
i となる．

ここで，dl ≈ .5502, dh ≈ .7079となる．川下企業の大小関係は製品差別化の度合に依存する．
まず，最終製品が十分に差別財となる 0 < d < dl の場合，競争川下企業の開示選択にかかわら
ず，生産能力を開示することで期待利得は大きくなる (i.e., πNN

i < πDN
i ,πND

i < πDD
i )．一方で，

最終製品が十分に同質財となる dh < d < 1の場合，生産能力を開示しないことで期待利得は大
きくなる (i.e., πNN

i > πDN
i ,πND

i > πDD
i )．しかし，dl < d < dh の場合，競争川下企業と一致する

開示選択を行うことで期待利得は大きくなる (i.e., πNN
i > πDN

i ,πND
i < πDD

i )．つまり，製品差別
化の度合 dに依存し，川下企業の利得を最大にする開示選択が変化することとなる．次の命題
4は Stage 0における川下企業の最適な開示戦略をまとめたものである．

命題 4：川下企業の最適な開示選択は製品差別化の度合 d に依存する．
(i). 0 < d < dlの場合，生産能力を開示することが最適である．

(ii). dl < d < dhの場合，競争川下企業と等しい開示選択を行うことが最適である．
(iii). dh < d < 1の場合，生産能力を開示しないことが最適である．

まず，最終製品が十分に差別財となる 0 < d < dl の場合，競争川下企業の数量選択によるポジ
ティブな戦略効果が非常に弱くなり，川下企業にとって競争川下企業との数量競争は些細なこ
ととなる．しかし，川上企業の中間製品価格設定によるネガティブな戦略効果は大きい．競争
川下企業のいかなる開示選択に対しても，川下企業は低い生産能力を開示し，低い数量選択を
川上企業にコミットメントすることで，中間製品価格を低下させようとする．両川下企業が低
い生産能力を開示する均衡は，独占的川上企業に対抗するために，川下企業が競争川下企業
と協力する状況を意味するものであり，両川下企業にとってパレート最適の結果となる (i.e.,

πNN
i < πDD

i )．しかし，中間製品価格の低下とともに最終製品数量も減少するため，川上企業の
利得は最も小さくなる (i.e., ΠDD < ΠDN < ΠNN )．
次に，最終製品が同質財となり dl < d < dhの場合，競争川下企業の数量選択によるポジティ

ブな戦略効果が強くなり，川下企業間の数量競争が重要となる．一方で，川上企業の中間製品
価格設定によるネガティブな戦略効果は競争川下企業の数量選択による戦略効果より大きい．
そのため，競争川下企業が低い生産能力を開示する場合，共に低い生産能力を開示し中間製品
価格を低下させることが利得を最大にするのである．しかし，競争川下企業が生産能力を開示
せず，均衡における数量選択を満たす生産能力を選択することが予想される場合，低い生産能
力を開示することは，共通のコストとなる中間製品価格を低下させることとなる．中間製品価
格が上昇しても，競争川下企業との数量競争を意識する川下企業はより高い数量選択を可能と
する生産能力を選択するために，生産能力を開示しないのである．結果として，競争川下企業
と一致する開示選択を行う均衡となるが，両川下企業にとって，低い生産能力を開示する均衡
がパレート最適となる (i.e., πNN

i < πDD
i )．

最後に，最終製品が十分に同質財となる dh < d < 1の場合，競争川下企業の数量選択による
ポジティブな戦略効果がより強くなる．高い数量選択をコミットメントし競争川下企業の数量
を減少させようとするインセンティブが発生する．しかし，依然として川上企業の中間製品価
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格設定によるネガティブな戦略効果が競争川下企業によるポジティブな戦略効果より大きい．
生産能力を開示する場合，中間製品価格を意識し，低い生産能力を選択することになるため，
高い数量選択をコミットメントすることができない．ここで川下企業は，開示時に比べて高い
生産能力及び数量選択を行うことを競争川下企業にコミットメントするために，競争川下企業
のいかなる開示選択に対しても生産能力を開示しないのである．しかし，開示時に比べて高い
生産能力を選択することは川上企業にも予想され，高い中間製品価格が設定されるため，両川
下企業にとって囚人のジレンマの結果となる (i.e., πNN

i < πDD
i )．また，高い中間製品価格と高

い最終製品数量のもと，川上企業の利得は最も大きくなる．

5. 終わりに

本稿では，独占的川上企業が存在する市場環境において，数量競争に直面する川下企業の生
産能力意思決定とその開示戦略について検討した．本稿の結果は次のようである．まず，生産
能力を開示する場合，川下企業は均衡における数量選択に比べて低い生産能力を選択する．独
占的川上企業の中間製品価格が川下企業の利得に及ぼす影響が大きいため，低い数量選択をコ
ミットメントし，中間製品価格を低下させようとすることを示した先行研究と整合的な結果と
なった．次に，生産能力を開示しない場合，川下企業は均衡における数量選択と一致する生産
能力を選択する．生産能力意思決定が川下企業利得に関連する市場参加者の意思決定にいかな
る影響を及ぼすこともできないため，生産能力関連コストを最小にしようとする．最後に，川
下企業の最適な開示戦略は製品差別化の度合に依存するものであり，最終製品が十分に差別財
となる場合，生産能力を開示することが最適な開示戦略となる．数量競争に直面する川下企業
が共に低い数量選択をコミットメントし，独占的川上企業の中間製品価格を低下させるため
に，低い生産能力を開示するという協力的な行動を選択する．しかし，最終製品が同質財にな
ればなるほど生産能力を開示しないことが最適な開示戦略となる．開示時に比べて高い数量選
択をコミットメントするために，非開示という手段を利用するのである．最終製品が十分に同
質財となり，数量競争が重要となる状況において，川下企業が高い数量選択に関する情報を開
示しないという結果は先行研究と対照的なものであり，情報開示が市場競争を強化するという
市場の期待に反する状況が存在することを示唆する．
管理会計研究において，生産能力は企業内部の資源管理の効率性に関する問題であり，独占

企業を対象に，アイドル・キャパシティを識別・把握し，適切な生産能力水準を決定すること
に注目されてきた．本稿の非開示のケースと同様に，均衡における数量が予測されると，いか
に均衡数量に一致する生産能力を選択するのかが課題であったのである．これは，生産能力が
企業の機密情報に該当するという認識から，情報開示による企業外部の反応については十分な
検討が行われてこなかったためであると考えられる．しかし，企業が発信する生産能力に関す
る情報は，競争相手といった市場参加者の意思決定に影響を与えることが報告されている (e.g.,

Doyle and Snyder 1999)．また McWatters and Zimmerman (2016: 455, 458)が指摘したように，生
産能力は膨大な資源投入を有するものであり，長期の企業活動を決定する意思決定となる．そ
のため，様々な市場環境を考慮し，企業の目標を明確にしたうえで戦略的に決定する必要があ
る．本稿で検討した川上企業と競争川下企業の存在は，企業の生産能力意思決定を解明する際

121



管理会計学 第 31巻 第 1号

に検討しなければならない市場環境について有益な情報を提供するものと期待する．
最後に，本稿の展開したモデルは川上企業と競争川下企業との関係を非常に単純化し表現し

たものである．例えば，線形であらわされる逆需要関数，中間製品価格のみを用いた垂直契
約，同一の利得構造を有する川下企業の存在，開示又は非開示といった単純化した開示選択な
どの設定は，川下企業が直面する実際の市場環境や開示行動を十分に説明するものではない．
これらの論点を踏まえ，今後さらなる検討が必要であると考えられる．
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注

1 アイドル・キャパシティの会計的測定及び活用に関する管理会計研究については，高橋
(2019)を参照されたい．

2 また，Johnston and Wagenhofer (2018)は，最適な生産能力水準は企業のリスク回避の度合に
依存することを示した．

3 Van Mieghem and Dada (1999)は，独占企業に加え，複数企業が存在する状況について検討
し，企業数が増えれば増えるほど生産能力に関連する投資も増加することを示した．しか
し，生産能力の開示戦略については検討していない．

4 Hughes and Williams (2008)は，長期的な企業利得に関連する活動を分析するためには，数量
競争モデルが望ましいことを指摘した．価格は比較的に瞬時に変更可能である戦略変数で
あるため，数量競争がより長期的な企業意思決定を反映する市場環境である (Tirole 1988)．
本稿では，長期的な企業利得に関連する生産能力の影響を明らかにするため，数量競争に
注目する．

5 γi は生産能力と実際の数量選択との不一致から発生する逸脱コストの大きさをあらわすパ
ラメータであり，市場で観察される生産能力にコミットメントとしての信憑性をもたらす
ものである（e.g., Vives 1986;三輪・椎葉 2017）．逸脱コストが非常に低い場合，生産能力は
コミットメントとして機能しなくなり，非常に高い場合，企業は生産能力関連コストのみ
に注目した意思決定を行うこととなる．本稿では，分析を簡便にするほか，コミットメン
トが適切に機能する範囲であることから，逸脱コストを標準化する．

6 本稿では，共通の中間製品価格が設定される状況を想定することで，中間製品価格に対す
る開示環境について考慮する必要がなく，生産能力に関する情報開示に注目することが可
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能である．
7 Rey and Vergė (2004)は，中間製品価格が市場で観察できない状況を分析し，市場予想が均
衡における企業の意思決定と一致するという仮定は，数量競争が行われる市場環境におい
て自然な仮定であることを示した．また，川下企業の投資選択について分析した Lee and

Oh (2022)および，川下企業の経営者報酬契約について分析した Kopel and Putz (2021)にお
いても同様の仮定が用いられている．

8 すなわち，∂ q̂ j (xi,w)/∂xi = ∂q j(x j,xi,w)/∂xi となる．
9 上式は川下企業の期待利得に及ぼす生産能力の影響をあらわしたものであり，開示企業 iの
生産能力 xi に対する川上企業の中間製品価格の変化及び競争川下企業 jの数量変化の予想
が用いられる．開示のケースにおいては，予想と実際の数量選択が一致するため，q̂ j = q j

となるが，非対称のケースにおいては，開示企業 iの生産能力 xi に対する非開示企業 jの
数量変化の予想 q̂ j が用いられることとなる．すなわち，右辺の第 3項目と第 6項目の q j は
(11)式の q̂ j となることに注意されたい．

付録

命題 1：非開示の状況において各川下企業は相互の生産能力が観察できない．すなわち，Stage

1において，川下企業 iは競争川下企業の生産能力に対する予想 x̂ j 及び自社生産能力に対する
競争川下企業の予想 x̂i のもと，自社利得を最大にする生産能力を次式のように選択する．

xi =
[4−d] [1− x̂i]+d2x̂i − [4+3d] x̂ j

[4−d] [4+d]
(A.1)

仮定より，均衡において各川下企業は相互の生産能力が (A.1)式のように決定されることを予
想するため，x̂i = xi, x̂ j = x j と置き換え，(A.1)式を連立で解くと，命題 1が得られる．

命題 2：非対称の状況において，開示企業は非開示企業の生産能力が観察できないが，非開示
企業は開示企業の生産能力を観察し利用する．すなわち，Stage 1において，開示企業 iは非開
示企業の生産能力に対する予想 x̂ j のもと，自社利得を最大にする生産能力を次式のように選
択する．

xi =
[12+d]

[
4−d −4x̂ j −3dx̂ j

]

368−24d −65d2 +2d4 (A.2)

一方で，非開示企業 jは自社生産能力に対する開示企業の予想 x̂ j のもと，自社利得を最大にす
る生産能力を次式のように選択する．

x j =
80−36d −8d2 +2d3 − [

80−48d −41d2 +2d3 +2d4
]

x̂ j

368−24d −65d2 +2d4 (A.3)

仮定より，均衡において非開示企業 jの生産能力は (A.3)式のように決定されることが予想さ
れるため，x̂ j = x j と置き換え，(A.2)式と (A.3)式を連立で解くと，命題 2が得られる．
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命題 3：開示の状況において，各川下企業は相互の生産能力が観察できる．すなわち，Stage 1

における川下企業 iの生産能力選択は次式のようになる．

xi =
[12+d]

[
4−d −4x j −3dx j

]

368−24d −65d2 +2d4 (A. 4)

川下企業 jの生産能力も同様に決定されるため，(A.4)式を連立で解くと，命題 3が得られる．

補題 1，2及び命題 4：命題 1～3から自明である．
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